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研究成果の概要（和文）：　本研究では、我が国と米国における「シビックテクノロジー」の活動を調査の対象
とし、生活者目線によって構築された地域特有の情報や知識をまちづくりや計画へ応用することを前提に、ICT
技術を活用し市民の参加生・透明性・協業性を強調した計画理論の基盤を構築し提示することを目的とした。そ
の結果、シビックテクノロジーは、単に地域住民による自発的な情報収集と蓄積に終始するのではなく、それを
用いた「発見」と「共有」を促す様なインターフェースデザインや住民組織の活動支援や、データ解析のノウハ
ウをもったまちづくり・都市計画専門家の育成までを含む展開が今後求められることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this research is to explore the possibilities in the 
utilization of Information Communication Technology to help support a more participatory, 
transparent and collaborative planning method. The current movements revolving Civic Technology was 
explored, particularly emphasizing the collection and utilization of local knowledge.
　Through this research it was identified that it is essential for Civic Technology to advance 
beyond the development of applications utilizing Information Communication Technology and Web GIS, 
and consider interface design and supportive measures which aid in the “Discovering” and “
Sharing” of local resources for planning and “Machizukuri”. Furthermore in order to effectively 
support the utilization of big data it is hoped that planning professionals will gain experience and
 knowledge in data mining and mashing to further develop planning and “Machizukuri” practices.

研究分野： 都市計画

キーワード： シビックテクノロジー　まちづくり　計画支援技術
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
(１)都市の地域性と魅力の喪失 
	 我が国において高度成長期以降、地域全体
の調和・美観・伝統を軽視した構造物か次々
と建造され自然景観やまちなみとの調和や地
域ごとの特色が失われつつあり、2005 年に
「景観法」が定められた。こ の景観法の改正
により、多様なレベルの景観行政において、
都市・地域・街なみの固有性を守り・育む取 
り組みが進み大きな成果をあげているが、実
践的な計画技術に関する蓄積は不十分である。 
	 これまで、都市空間の構造を読み解く古典
として、クリストファー・アレグザンター
(Christopher Alexander) のパターンランゲ
ージ (Pattern Language) 理論などがあげら
れるが、その実践は建築ないし街 区的なスケ
ールにとどまり、都市全体を俯瞰した広がり
のある空間スケールへの応用には至っていな
い。また、物理的空間形成を基盤としている
為、多様な人々による空間の共有やその可能
性における視点にも 限りがある。 
	 ドローレス・ハイデン (Dolores Hyden) 
は「場所の力」(Power of Place)において、一
般市民の 生活の歴史(パブリック・ヒストリ
ー )に計画の根拠を見出そうとし、その歴史
の記憶が帰結する「場所」 の存在の重要性に
ついて論じている。こうした、ハイデンの理
論を受け、近年の欧米での地域資源の活用 
を重視したコミュニティー再生の事例では、
プレイス・メイキング (Place Making) を中
心概念として位置  づけられる事が多い。ま
た、我が国において場所の性質を読み取る手
法として、現代の社会現象を場所・ 時間を定
めて組織的に調査し、世相や風俗を分析・解
説する考現学があげられるが、多様な市民が
共有できる象徴的な「場所性」の創出やわか
りやすい空間ビジョンを示すプロセスは未だ
に確立できていない。 
 
(２)シビックテクノロジーと今後の展開 
	 2010 年頃から IT 関連業界を中心に、公
的部門における「ビッグデータ」の活用か新
たなキーワードとして急速に着目され始めて
いる。米国では、オバマ大統領による「オー
プンガバメント指令」を受け、 2009 年 1 月
より行政機関が管理しているデータの公開が
進められている。また、2009 年 10 月には 
Tim O`riley が提唱した「ガバメント 2.0」
によって、行政データを市民が活用する動き
とウェブアプリを活 用  しながら市民が新た
なデータベースを構築をする動きがでている。  
我が国においても、米国同様に行政データの
オープンソース化だけでなく、ウェブアプリ
を開発する団 体組織 Code for America を
モデルに設立された Code for Japan の活動
が 2013 年 6 月よりはじまっている。 これ
をうけ、今後都市計画分野でも、行政データ
だけでなく、市民参加によって蓄積されたデ
ータを活用  して、コミュニティデザインや
まちづくりに展開することが期待されている。  

都市計画分野における例として、地域資源や
課題を抽出し合意形成を諮ることを目的とす
る参加型まち  づくりワークショップ手法に
おいて、わが国でも多数の経験蓄積を有して
いるが、これまで十分な参加者  数を確保で
きないことが指摘されてきた。近年、より多
くの住民の声をまちづくりに反映する為に、
ICT の活用が検討されている。現状では、都
市的課題の解決への応用を意図したアプリ開
発例は僅少であり、米国の事例に見られる様
な成熟には至っていない。更にシビックテク
ノロジーを活用して、地域の独自性を読み解
くにあたって、市民のライフスタイルや 環境
に対する意識や行動を含んだ情報が必要とな
る。ライフログや地域の歴史に関するデータ
をはじめ、 特定の場所に対する感性情報デー
タや市民の行動を含むデータを蓄積し、地域
まちづくりに活用する事が期待される。 
 
(３)都市計画のパラダイムシフト 
	 21世紀を向かえ、社会システム全体及びに
都市計画のパラダイム・シフトが求められて
いる。新しい公共や新たな公、ガバメントから
ガバナンスへ、協働の時代等、地域の自律や国
と地方公共団体のパートナー シップの実現
を図っている。この実現に向けて、国と都道
府県等が適切な役割分担の下相互に連携・協
力  して策定する広域地方計画の策定が位置
づけられるなど、計画主体の多次元化・多層
化がみられる。 
	 こうした多様化に対して、ネットワーク社
会が重要なキーワードとなる。ネットワーク
社会の構築に重  要なのは、つながりを生み
出す「プラットフォーム」の存在だといわれ
ていわれている。これまで世界各国で、行政
によるオープンデータ化を通じた、プラット
フォームづくりが進められて来た。しかし今
後、 こうした潮流以外にも、住民が積極的に 
ICT 技術を活用しながら、ネット上・実際に
交流しながら地域の  課題解決を行なう「場
づくり」といったトップダウンとボトムアッ
プを融合したプラットフォーム形成が求めら
れている。 
 
２．研究の目的 
	 本研究では、我が国と米国における「シビ
ックテクノロジー」の活動を調査の対象とし、
生活者目線によって構築された地域特有の情
報や知識をまちづくりや計画へ応用すること
を前提に、ICT 技術を活用し市民の参加生・
透明性・協業性を強調した計画理論の基盤を
構築し提示することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
	 本研究は主に以下の３段階によって進めた。	
	
（１）	米国の Code	for	America をモデルと

し、日本の各地域で活動を行っている
シビックテクノロジー団体組織 Code	
for	Japan の承認しているブリゲード



団体にヒアリング調査をを行い、シビ
ックテクノロジーの概念の整理を行
う。	

（２）	米国におけるシビックテクノロジー
活動を行っている団体や関連組織に
ヒアリング調査を行い、持続的な活動
モデルの検証を	

（３）	Web GIS による情報収集を想定した
生活者目線の情報をまちづくり・計画
への活用を前提とした情報収集の特
性と計画支援技術としての基盤の提
示。	

	
４．研究成果	
（１）シビックアプリケーション開発と活用 
	 これまで、米国を中心に様々な IT技術者や
シビックテクノロジー団体により多くのシビ
ックアプリケーションが開発されてきた。そ
の機能も多種多様であり「財政管理」、「アイ
デア・議論共有」、「行政サービス管理」、「IT
管理」、「防災情報」、「交通」等のテーマとして
取り扱ったものが主流なものとしてあげられ
る。特に、参加型まちづくりや新たな計画支
援技術として評価できる具体的な機能として、
以下の４点があげられる。 
	
① まちづくりにおけるアイデアの収集・共有。 
②	 クラウドファンディングによるまちづくり資金

の調達。 
③	 市民が感じる地域課題の報告と共有。 
④	 市民による地域資源や情報のデータベー

ス構築。 
 
	 こうした、様々な開発されているアプリケ
ーションの中でも、「まちづくりにおけるアイ
デアの収集・共有」に特化したアプリケーシ
ョンは行政機関によって中心的に活用されて
いる。また、従来の参加型まちづくりでは、質
的な情報を収集するには市民参加型のワーク
ショップを開催し住民から直接情報を収集す
ることが必要であったが、シビックアプリケ
ーションを活用することによって、以下の３
点において拡張された。 
 
① 情報を常時収集することが可能。 
②	 リアルタイムで蓄積された情報を共有する

ことが可能。 
③ ワンポイントにおける情報収集して終わる

のではなく、中長期的に内容の収集や情
報の更新が可能。 

 
	 シビックアプリケーションを活用した「ま
ちづくり情報」の収集と蓄積は、あらゆる時
間断面において、計画の見直しや計画の検討・
再検討が可能となり、シビックアプリケーシ
ョンを新らたな計画支援技術としていく可能
性があげられる。 
 
(２)WebGIS を活用した地域情報の情報蓄積
の検証 

	 生活者目線の情報をまちづくり・計画への
活用を前提とした情報収集の特性と計画支援
技術としての基盤のていじにあたり、Web 
GIS による情報収集を想定してた調査実験を
行った。宮城県加美町の町民１００人を対象
とする生活環境内の「記憶」の聞き取り調査
と情報マッピングを行い、地理タグ付き口述
史データベースの構築を行った。またそれを
もとに口述と地理タグによる情報蓄積の差異
を分析して、多様な地理タグによって収集さ
れる地理空間情報の特性を明らかにするとと
もに、Web GISを用いて地域情報を効果的に
収集する際の指針提示を試みた。 
	 その結果、面的・線的マッピング方法をWeb 
GIS(多元的アーカイブズ)に取り入れること
が、口述的な言及傾向を有する空間要素の収
集において、特に有効であることが明らかに
なった。 
 

図１Web GISと親和性が高い空間情報 

 
図２マッピング方法と内容の記述傾向 

 
	 以上より、Web GISは地理空間情報を厳密
にとり扱うことから、点的マッピング方法の
みが取り扱われてきたが、本章における検証
から、点的マッピング方法のみならず、線的・
面的マッピング方法といった、多様な地理タ
グを取り入れることによって、従来では、蓄



積が困難であった情報収集することができた。
こうした現状を踏まえて、今後のWeb GISの
開発指針として、多様な地理タグをマッピン
グシステムに導入することが重要であり、「曖
昧な」地理空間情報の取り扱いに対する意義
を見出すことができることが確認できた。 
 
(３)シビックテクノロジー活動の持続性とそ
の課題 
	 米国で活動を行っている様々なシビックテ
クノロジー団体や関連施設にヒアリングと視
察調査を行い、団体(ブリゲード)の持続的な活
動において重要となる共通の点について整理
を行った。その結果、参加性・透明性・協業性
を高めるにあたって以下の４点があげられた。 
 
① 行政が主とならない組織体制や活動資

金調達の仕組みを構築し、組織の活動や
管理しているデータの透明性を担保す
る。 

② IT 技術者に限らない市民が集える活動
の「場」を定期的に用意し、 

③ 他地域のブリゲードの活動をモデルに
したり、開発されたアプリケーションの
活用に留まるのではなく、地域特有の課
題を「発見」「共有」するプロセスを怠ら
ない事。 

④ 団体として一つの地域課題や問題意識
に執着するのではなく、複数のテーマ別
の作業部隊を構築し、参加の範囲を広げ
る事。 

写真１Civic Hallワークスペース(New York) 
 

写真２Chi Hack Nightワーキンググループ 

	 また、近年シビックテクノロジーを中心に
活動を行っている、個人・団体が活動できる
コワーキングスペースが多く設立されつつあ
る傾向にある。しかし、利用者間のディスカ
ッションや協業的な動きが少ないことや、IT
技術者が中心であるから、新たなプログラム
や協業性を促す環境の構築が必要とされてい
る。 
 
(４)研究の総括 
	 現在、シビックアプリケーションに対する
開発や活用が活発であるが、情報を共有する
ツールとしての開発や活用が先行し、感性・
行動に関する情報採取やデータベース構築に
資するアプリケーションは少ない。従来の市
民参加型まちづくり・都市計画を進めるにあ
たって、地域の独自性を読み解くことが重要
であり、それには市民のライフスタイルや環
境に対する意識や行動を含んだ情報が必要で
あるが、こうした情報の蓄積は現状で不足し
ている。これは主に、シビックテクノロジー
によって開発されたシビックアプリケーショ
ンによって収集されている情報の特性が、非
構造ないし半構造データの蓄積が限定的であ
り、データマイニングなどによって新たな知
見を発見することが困難とされている。	
	 こうした現状を鑑みれば、今後のシビック
アプリケーションの開発において、「個人知
(Individual	 Knowledge)」をはじめとした生
活者のライフログやそれに関連した地理空間
情報をセットとした、「地域知 (Local	
Knowledge)」を導くといった点に留意し、地域
情報のアーカイブ化をベースとしたアプリケ
ーションを開発することがシビックテクノロ
ジーの展開においては重要である。また、こ
うした住民による情報発信を促しデータを共
有・活用するアプリケーションは、市民によ
る地域の「発見」や「評価・検証」をサポート
し、ガバナンス型ツールとしての開発や活用
が今後期待される。	
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